
今後の財政運営の考え方

１．これまでの財政健全化に向けた取組み

⑴ 平成１９年１０月に策定した「財政健全化基本方針」に基づき、これ

まで、行政の効率化・スリム化、事務事業の見直し、財源の確保などに

より財政健全化に取り組んできました。

⑵ この結果、平成２８年度の収支不足（基金取崩し額）は、決算段階で

５億円程度となる見込みで、財政健全化は、概ね基本方針に沿って進ん

でいます。

２．今後の財政運営の考え方

⑴ 島根県の財政状況

財政健全化により、県債など将来負担すべき実質的な負債の標準財政

規模に対する割合を示す「将来負担比率」は、大きく改善してきていま

すが、財政状況が類似している他県と比べると、まだ高い水準にありま

す。

[財政力が類似している県の将来負担比率]

（注）・将来負担すべき実質的な負債：県債残高、退職手当支給予定額、外郭団体の損失補償など

・Ｅグループ ：Ｈ26年度の財政力指数が0.3未満の６団体

（秋田県、鳥取県、島根県、徳島県、高知県、沖縄県）
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⑵ 今後の取組みの方向

今後は、中長期的に持続可能な財政運営の実現のため、引き続き、県

債残高の縮減に努め、財政規模が類似している他県の状況を目安に将来

負担比率の低下を図る必要があります。

このため、行政の効率化・スリム化、事務事業の見直しや財源の確保

などの財政健全化を継続しつつ、県債残高の縮減を図っていきます。

その具体的な内容については、国による地方創生支援や、地方財政対

策なども勘案しながら、毎年度の予算編成の中で検討していきます。
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③ H28当初歳入歳出予算一般財源の状況

・ H28当初歳入歳出予算5,202億円のうち一般財源は3,236億円で、このうち地方

交付税等の依存財源が約２／３と国に大きく依存した構造となっています。

・ 一般財源の使途としては、公債費などの義務的経費が約２／３と大きな割合を

占めています。

［一般財源］ ［一般財源の使途］

④ 地方交付税の推移

地方交付税は、景気の状況や国の地方財政対策の動向により大きく変動してい

ます。

地方交付税
（臨時財政対策債239含む）

2,013(62.2)

基金取崩 55(1.7)

Ｈ２８当初
３，２３６

(１００．０)

県税

684
(21.1)

地方消費税
清算金
255(7.9)

地方譲与税等
138(4.3)

国庫支出金 23(0.7)

依存財源(67.2)

自主財源(32.8）
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※ H19～H27は決算額、Ｈ28は当初予算計上額。

人件費
1,068
(33.0)

公債費
742

(22.9)

普通建設事業費 223(6.9)

災害復旧
事業費

2(0.1)

その他
22,7
(7.0)

補助費等
613

(18.9)

貸付金 13(0.4)

義務的経費(66.7）

投資的経費(7.0）

その他の経費(26.3)

Ｈ２８当初
３，２３６
(１００．０)

扶助費
348

(10.8)
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